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研究要旨： 

 この研究では，介護分野において要とも言える介護支援専門員と精神科医療との連携の現状と問題

点，そして円滑に介護と精神科医療との連携を図ることで，地域包括ケアシステムの構築で得られる

効果を明らかにすることを目的としている。介護と精神科医療との連携については，精神保健福祉士

に焦点を当て，その活動評価と介入方法を開発することを目標としている。 

平成 25 年度は，平成 24 年度の成果（先行研究のレビューと先駆的取組地域の聴き取り調査）にも

とづいて，石川県と広島県の地域包括支援センター及び居宅介護支援事業所を対象に，量的調査を実

施した。第一次調査では，地域包括支援センター56 件（回収率 34.1％），居宅介護支援事業所 405 件

（回収率 36.4％）の協力が得られた。第一次調査の結果から，要介護者等もしくはその同居親族など

に精神疾患がみられる事例は少なくないことがわかった。しかし，介護領域と精神保健医療福祉領域

との連携は不十分であり，支援に際して地域包括支援センターや居宅介護支援事業所をはじめとする

関係機関職員が苦慮している状況が明らかになった。具体的には，①居宅介護支援事業所の介護支援

専門員は，精神障害者（認知症の人を含む）がかかわる事例への対応に苦慮している実態がある，②

認知症の人を除いた精神障害者がかかわった対応の難しい事例の場合，精神科医療機関，精神保健福

祉士，行政の保健師等との連携がほとんど図られていない，③精神保健福祉士に対する認知度は低い，

④介護支援専門員の多くが，精神科医療機関等との連携に課題を感じている，などの問題が明らかに

なった。 

さらに，第一次調査において第二次調査への協力の意向が表明された機関・事業所を対象に，第二

次調査を実施した。第二次調査では，地域包括支援センター22 件（回収率 81.5％），居宅介護支援事

業所 117 件（回収率 49.8％）の協力が得られた。第二次調査では，連携に関する研修の実施を望む声

が多く，精神保健福祉士との連携を図るための研修を企画した場合「参加したい」と回答した割合は，

地域包括支援センター95％，居宅介護支援事業所 94％に達した。 

平成 26 年度の研究事業では，平成 25 年度の調査結果を踏まえ，介護支援専門員等と精神保健福祉

士等との連携を円滑に図るための研修プログラムの開発とその実施に取り組む予定である。 
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A．研究目的 

 この研究では，介護分野において要とも言える

介護支援専門員と精神科医療との連携の現状と

問題点，そして円滑に介護と精神科医療との連携

を図ることで，地域包括ケアシステムの構築で得

られる効果を明らかにすることを目的としてい

る。介護と精神科医療との連携については，精神

保健福祉士に焦点を当て，その活動評価と介入方

法を開発することを目標としている。 

先行研究によれば，要介護者等もしくはその同

居親族などに精神疾患がみられる事例は少なく

ない（野中 2009，岡田 2010）。しかし，介護領

域と精神保健医療福祉領域との連携は不十分で，

支援に際して地域包括支援センターや居宅介護

支援事業所をはじめとする関係機関職員が苦慮

している状況が報告されている（金子・越智 2013）。

地域包括支援センターや居宅介護支援事業所に

おける精神保健福祉士等との連携の実態と，その

連携に係る業務評価の課題を明らかにする調査

に取り組むことは，実践現場で顕在化している課

題に対応する制度・政策の具現化を図るためにも

重要となる。 

 この研究の実施期間は，平成 24 年度から平成

26 年度までの 3 年間である。平成 24 年度には，

平成 25 年度に実施する量的調査の調査票を設計

するため，先行研究レビューにもとづき調査票原

案を作成した。調査票原案の作成にあたり参考と

した主な先行研究は，①社団法人全国訪問看護事

業協会が実施し，精神科訪問看護の診療報酬改定

の基礎資料となった調査（全国訪問看護事業協会 

2010），②地域包括支援センターにおける業務実

態に関する調査研究事業報告書（三菱総合研究所

2012a），③居宅介護支援事業所における介護支援

専門員の業務および人材育成の実態に関する調

査報告書（三菱総合研究所 2012b）であった。こ

の原案をもとに先駆的な取り組みを行っている

地域の介護支援専門員等に調査票に対する意見

等の聞き取り調査を行い，調査票を完成させた

（この調査票完成までの過程の詳細については，

平成 24 年度研究分担報告書を参照のこと）。 

平成 25 年度は，平成 24 年度中に完成させた調

査票を用いて，地域包括支援センター及び居宅介

護支援事業所の介護支援専門員を対象に第一次

調査を実施した。第一次調査の目的は，円滑な連

携を可能とするための条件整備の一つとして，診

療報酬・介護報酬における加算の創設，地域包括

支援センター等への精神保健福祉士の配置促進

の根拠を明らかにすることであった。第二次調査

では，第一次調査の結果を踏まえ，連携を円滑に

図るために必要な要素を導き出し，その結果を今

後必要となる施策を要望する際の根拠資料とす

るとともに，精神科医療機関等と介護支援専門員

が円滑に連携するための研修プログラムの開発

に役立てることを目的とした。第二次調査の調査

票は，アルコール関連問題にかかわるソーシャル

ワーカーが日々業務で感じている一般医療機関

との連携の問題点を明らかにし，一般医療機関と

の連携を図るために取り組むべきことの明確化

を目的とした橋本ら（2013）の論文と，連携の構

成要素や展開過程などの整理に取り組んだ吉

池・栄（2009）の論文を参考にして作成した。 

 

B．研究方法 

１．第一次調査の方法 

第一次調査では，広島県及び石川県の全地域包

括支援センター（164 か所）と，全居宅介護支援

事業所（1,113 か所）を対象に質問紙調査を実施

した。調査票は，ケアマネジメントの実施状況や

連携の状況，抱えている課題，希望する報酬・制

度などに関する質問項目で構成した（表 1，依頼

文書と調査票は巻末の参考資料に添付）。 

調査は平成 25 年 6～7 月に実施し，地域包括支

援センター分は 56 件（回収率 34.1％），居宅介護

支援事業所分は 405 件（同 36.4％）を回収した。 

 

 

 

 



 

表 1 第一次調査の主な質問項目

1．併設施設等の状況

2．職員の状況（総数，精神保健福祉士資格を

有する職員の有無・勤務形態・勤続年数など）

3．ケアマネジメントの実施状況（総合相談件

数（地域包括支援センター対象）・

援費の状況

ファレンスの参加者・対象事例数，精神障害者

がかかわるケースで依頼を断った経験など）

4．連携の状況（精神疾患の困難事例に関する

連携，精神保健福祉士との連携，関係機関との

連携の課題など）

5．抱えている課題

6．希望する報酬・制度

 

２．第二次調査の方法

第二次調査は，第一次調査時に

力の意思表示のあった地域包括支援センター（

か所）と居宅介護支援事業所

に質問紙調査を実施した。調査票は，精神疾患の

困難事例，精神保健福祉にかかわる機関・職種と

の連携，精神保健福祉士との連携を図る研修への

参加希望などに関する質問項目で構成した

依頼文書と調査票は巻末の参考資料に添付）

調査は平成

し，地域包括支援センター分は

81.5％），居宅介護支援事業所分は

を回収した。

 

表 2 第二次調査の主な質問項目

1．精神疾患の困難事例（事例数，困難事例だ

と感じる理由）

2．精神保健福祉にかかわる機関・職種（

科医療機関，精神障害者の福祉サービス事業

者，精神保健福祉士

3．精神保健福祉にかかわる機関・職種との連

携を促進する方策

4．精神保健福祉士との連携に対する希望

5．精神保健福祉士や精神保健福祉にかかわる

第一次調査の主な質問項目

．併設施設等の状況

．職員の状況（総数，精神保健福祉士資格を

有する職員の有無・勤務形態・勤続年数など）

．ケアマネジメントの実施状況（総合相談件

（地域包括支援センター対象）・

援費の状況（居宅介護支援事業所対象），

ファレンスの参加者・対象事例数，精神障害者

がかかわるケースで依頼を断った経験など）

．連携の状況（精神疾患の困難事例に関する

連携，精神保健福祉士との連携，関係機関との

連携の課題など） 

．抱えている課題 

．希望する報酬・制度

２．第二次調査の方法

第二次調査は，第一次調査時に

力の意思表示のあった地域包括支援センター（

居宅介護支援事業所

に質問紙調査を実施した。調査票は，精神疾患の

困難事例，精神保健福祉にかかわる機関・職種と

の連携，精神保健福祉士との連携を図る研修への

参加希望などに関する質問項目で構成した

頼文書と調査票は巻末の参考資料に添付）

平成 25 年 12

し，地域包括支援センター分は

％），居宅介護支援事業所分は

を回収した。 

第二次調査の主な質問項目

．精神疾患の困難事例（事例数，困難事例だ

と感じる理由） 

．精神保健福祉にかかわる機関・職種（

科医療機関，精神障害者の福祉サービス事業

者，精神保健福祉士）

精神保健福祉にかかわる機関・職種との連

携を促進する方策 

．精神保健福祉士との連携に対する希望

．精神保健福祉士や精神保健福祉にかかわる

第一次調査の主な質問項目

．併設施設等の状況 

．職員の状況（総数，精神保健福祉士資格を

有する職員の有無・勤務形態・勤続年数など）

．ケアマネジメントの実施状況（総合相談件

（地域包括支援センター対象）・

（居宅介護支援事業所対象），

ファレンスの参加者・対象事例数，精神障害者

がかかわるケースで依頼を断った経験など）

．連携の状況（精神疾患の困難事例に関する

連携，精神保健福祉士との連携，関係機関との

．希望する報酬・制度 

２．第二次調査の方法 

第二次調査は，第一次調査時に詳細調査への

力の意思表示のあった地域包括支援センター（

居宅介護支援事業所（235

に質問紙調査を実施した。調査票は，精神疾患の

困難事例，精神保健福祉にかかわる機関・職種と

の連携，精神保健福祉士との連携を図る研修への

参加希望などに関する質問項目で構成した

頼文書と調査票は巻末の参考資料に添付）

12 月～平成 26

し，地域包括支援センター分は

％），居宅介護支援事業所分は117

第二次調査の主な質問項目

．精神疾患の困難事例（事例数，困難事例だ

．精神保健福祉にかかわる機関・職種（

科医療機関，精神障害者の福祉サービス事業

）との連携の課題

精神保健福祉にかかわる機関・職種との連

．精神保健福祉士との連携に対する希望

．精神保健福祉士や精神保健福祉にかかわる

第一次調査の主な質問項目 

．職員の状況（総数，精神保健福祉士資格を

有する職員の有無・勤務形態・勤続年数など）

．ケアマネジメントの実施状況（総合相談件

（地域包括支援センター対象）・居宅介護支

（居宅介護支援事業所対象），カン

ファレンスの参加者・対象事例数，精神障害者

がかかわるケースで依頼を断った経験など）

．連携の状況（精神疾患の困難事例に関する

連携，精神保健福祉士との連携，関係機関との

詳細調査への

力の意思表示のあった地域包括支援センター（

235 か所）を対象

に質問紙調査を実施した。調査票は，精神疾患の

困難事例，精神保健福祉にかかわる機関・職種と

の連携，精神保健福祉士との連携を図る研修への

参加希望などに関する質問項目で構成した（表

頼文書と調査票は巻末の参考資料に添付）。

26 年 1 月に実施

し，地域包括支援センター分は 22 件（回収率

117件（同49.8

第二次調査の主な質問項目 

．精神疾患の困難事例（事例数，困難事例だ

．精神保健福祉にかかわる機関・職種（精神

科医療機関，精神障害者の福祉サービス事業

との連携の課題 

精神保健福祉にかかわる機関・職種との連

．精神保健福祉士との連携に対する希望 

．精神保健福祉士や精神保健福祉にかかわる

3 

．職員の状況（総数，精神保健福祉士資格を

有する職員の有無・勤務形態・勤続年数など） 

．ケアマネジメントの実施状況（総合相談件

居宅介護支

カン

ファレンスの参加者・対象事例数，精神障害者

がかかわるケースで依頼を断った経験など） 

．連携の状況（精神疾患の困難事例に関する

連携，精神保健福祉士との連携，関係機関との

詳細調査への協

力の意思表示のあった地域包括支援センター（27

か所）を対象

に質問紙調査を実施した。調査票は，精神疾患の

困難事例，精神保健福祉にかかわる機関・職種と

の連携，精神保健福祉士との連携を図る研修への

（表 2，

。 

月に実施

件（回収率

49.8％）

．精神疾患の困難事例（事例数，困難事例だ

精神

科医療機関，精神障害者の福祉サービス事業

精神保健福祉にかかわる機関・職種との連

．精神保健福祉士や精神保健福祉にかかわる

機関との連携を図るツールの利用希望

6．精神保健福祉士との連携を図る研修への参

加希望

7．地域包括支援センターへの精神保健福祉士

の配置希望

 

３．倫理的配慮

倫理的配慮として，第一次調査，第二

もに，公立大学法人県立広島大学保健福祉学部の

研究倫理審査会の承認を得て実施し

集計に

う個人情報の匿名化を図るなどの措置をと

 

 

C．

１．

（１）地域包括支援センターを対象とした第一次

調査の結果

①併設施設等の状況

本研究で実施した調査では，「併設施設等」を

「同一法人または系列法人で，なおかつ，同一建

物内・同一敷地内，

所」と定義

した調査結

「併設なし」

り」の内訳をみると，精神科病院

標榜の診療所が

 

②職員

 精神保健

のは

機関との連携を図るツールの利用希望

．精神保健福祉士との連携を図る研修への参

加希望 

．地域包括支援センターへの精神保健福祉士

の配置希望 

 

３．倫理的配慮

倫理的配慮として，第一次調査，第二

に，公立大学法人県立広島大学保健福祉学部の

研究倫理審査会の承認を得て実施し

集計にあたって

う個人情報の匿名化を図るなどの措置をと

 

．研究結果 

．第一次調査の結果

（１）地域包括支援センターを対象とした第一次

調査の結果 

併設施設等の状況

本研究で実施した調査では，「併設施設等」を

「同一法人または系列法人で，なおかつ，同一建

物内・同一敷地内，

所」と定義した。地域包括支援センターを対象と

した調査結果を

「併設なし」45

」の内訳をみると，精神科病院

標榜の診療所が

図

職員の状況 

精神保健福祉士有資格者が「いる」と回答した

のは 21 事業所（

機関との連携を図るツールの利用希望

．精神保健福祉士との連携を図る研修への参

．地域包括支援センターへの精神保健福祉士

３．倫理的配慮 

倫理的配慮として，第一次調査，第二

に，公立大学法人県立広島大学保健福祉学部の

研究倫理審査会の承認を得て実施し

あたっては，個人・機関が特定されないよ

う個人情報の匿名化を図るなどの措置をと

 

第一次調査の結果 

（１）地域包括支援センターを対象とした第一次

併設施設等の状況 

本研究で実施した調査では，「併設施設等」を

「同一法人または系列法人で，なおかつ，同一建

物内・同一敷地内，隣接敷地内にある施設・事業

した。地域包括支援センターを対象と

果を集計したところ，「併設あり」

45％という結果であった。「併設あ

」の内訳をみると，精神科病院

標榜の診療所が 1 か所となって

図 1 併設施設等の状況

 

福祉士有資格者が「いる」と回答した

事業所（56 事業所のうち

機関との連携を図るツールの利用希望

．精神保健福祉士との連携を図る研修への参

．地域包括支援センターへの精神保健福祉士

倫理的配慮として，第一次調査，第二

に，公立大学法人県立広島大学保健福祉学部の

研究倫理審査会の承認を得て実施した。

，個人・機関が特定されないよ

う個人情報の匿名化を図るなどの措置をと

（１）地域包括支援センターを対象とした第一次

本研究で実施した調査では，「併設施設等」を

「同一法人または系列法人で，なおかつ，同一建

隣接敷地内にある施設・事業

した。地域包括支援センターを対象と

したところ，「併設あり」

いう結果であった。「併設あ

」の内訳をみると，精神科病院 3 か所，精神科

所となっていた（図

併設施設等の状況 

福祉士有資格者が「いる」と回答した

事業所のうち 37.5

機関との連携を図るツールの利用希望 

．精神保健福祉士との連携を図る研修への参

．地域包括支援センターへの精神保健福祉士

倫理的配慮として，第一次調査，第二次調査と

に，公立大学法人県立広島大学保健福祉学部の

た。データの

，個人・機関が特定されないよ

う個人情報の匿名化を図るなどの措置をとった。

（１）地域包括支援センターを対象とした第一次

本研究で実施した調査では，「併設施設等」を，

「同一法人または系列法人で，なおかつ，同一建

隣接敷地内にある施設・事業

した。地域包括支援センターを対象と

したところ，「併設あり」55％，

いう結果であった。「併設あ

か所，精神科

いた（図 1）。 

 

福祉士有資格者が「いる」と回答した

37.5％）であっ

調査と

に，公立大学法人県立広島大学保健福祉学部の

データの

，個人・機関が特定されないよ

った。 

（１）地域包括支援センターを対象とした第一次

，

「同一法人または系列法人で，なおかつ，同一建

隣接敷地内にある施設・事業

した。地域包括支援センターを対象と

％，

いう結果であった。「併設あ

か所，精神科

 

福祉士有資格者が「いる」と回答した

％）であっ



 

た。この中で，有資格者が非常勤職員のみが

業所，有資格者が複数いるのは

人（常勤 3

精神保健福祉士有資格者（

は，社会福祉士

門員 5 人，精神保健福祉士

3）。 

 

表 3 精神保健福祉士有資格者の主たる資格

 

③ケアマネジメントの実施状況

 平成 24

重複可）は，平均

件であった。うち，権利擁護（成年後見人，高齢

者虐待）に関することは，平均

最大値 970）

 

④地域包括支援センターが開催・参加したカンフ

ァレンス 

 地域包括支援センターが開催・参加したカンフ

ァレンス（

や家族への支援に関する協議全般を指します。サ

ービス導入時

者会議に限るものではありません」と注をつけた）

は，平成 24

均 362.0（最小値

平成 24 年度一年間の対象事例数（実事例数）は，

平均 117.1（最小値

対象事例数のうち，認知症事例数は平均

小値 0，最大値

は平均 6.9（最小値

調査研究では，

例数は，本人が該当の

た。この中で，有資格者が非常勤職員のみが

業所，有資格者が複数いるのは

3 人，非常勤

精神保健福祉士有資格者（

は，社会福祉士 13 人，保健師

人，精神保健福祉士

精神保健福祉士有資格者の主たる資格

③ケアマネジメントの実施状況

24 年度一年間の総合相談件数（延件数，

重複可）は，平均3,391（最小値

であった。うち，権利擁護（成年後見人，高齢

者虐待）に関することは，平均

）件であった。

④地域包括支援センターが開催・参加したカンフ

 

地域包括支援センターが開催・参加したカンフ

ス（本調査研究では，

や家族への支援に関する協議全般を指します。サ

ービス導入時，変更時に開催されるサービス担当

者会議に限るものではありません」と注をつけた）

24 年度一年間の回数（延回数）は，平

（最小値 0，最大値

年度一年間の対象事例数（実事例数）は，

（最小値 0，最大値

対象事例数のうち，認知症事例数は平均

，最大値 200）件

（最小値 0，最大値

では，認知症事例数と

本人が該当の

た。この中で，有資格者が非常勤職員のみが

業所，有資格者が複数いるのは 4

人，非常勤 1 人）であった。

精神保健福祉士有資格者（26 人）の主たる資格

人，保健師 7 人，介護支援専

人，精神保健福祉士 1 人となっていた（表

精神保健福祉士有資格者の主たる資格

③ケアマネジメントの実施状況 

年度一年間の総合相談件数（延件数，

（最小値297，最大値

であった。うち，権利擁護（成年後見人，高齢

者虐待）に関することは，平均 118

であった。 

④地域包括支援センターが開催・参加したカンフ

地域包括支援センターが開催・参加したカンフ

本調査研究では，調査票に

や家族への支援に関する協議全般を指します。サ

変更時に開催されるサービス担当

者会議に限るものではありません」と注をつけた）

年度一年間の回数（延回数）は，平

，最大値 3,083）

年度一年間の対象事例数（実事例数）は，

，最大値 591

対象事例数のうち，認知症事例数は平均

件，精神疾患の困難事例数

，最大値 40）

認知症事例数と精神疾患の困難事

本人が該当のみでなく，家族が該当の場

た。この中で，有資格者が非常勤職員のみが 1

4 事業所（最大

人）であった。 

人）の主たる資格

人，介護支援専

となっていた（表

精神保健福祉士有資格者の主たる資格 

 

年度一年間の総合相談件数（延件数，

，最大値23,038

であった。うち，権利擁護（成年後見人，高齢

118（最小値

④地域包括支援センターが開催・参加したカンフ

地域包括支援センターが開催・参加したカンフ

調査票に，「利用者

や家族への支援に関する協議全般を指します。サ

変更時に開催されるサービス担当

者会議に限るものではありません」と注をつけた）

年度一年間の回数（延回数）は，平

）回であった。

年度一年間の対象事例数（実事例数）は，

591）件であった。

対象事例数のうち，認知症事例数は平均 38.4（最

，精神疾患の困難事例数

件であった（

精神疾患の困難事

家族が該当の場

4 

1 事

事業所（最大 4

人）の主たる資格

人，介護支援専

となっていた（表

 

年度一年間の総合相談件数（延件数，

23,038）

であった。うち，権利擁護（成年後見人，高齢

（最小値 2，

④地域包括支援センターが開催・参加したカンフ

地域包括支援センターが開催・参加したカンフ

，「利用者

や家族への支援に関する協議全般を指します。サ

変更時に開催されるサービス担当

者会議に限るものではありません」と注をつけた）

年度一年間の回数（延回数）は，平

であった。

年度一年間の対象事例数（実事例数）は，

であった。

（最

，精神疾患の困難事例数

であった（本

精神疾患の困難事

家族が該当の場

合も含めて回答

 地域包括支援センターが開催・参加したカンフ

ァレンスの参加者・対象事例数について尋ねた結

果を，

祉士の参加したカンフ

値 0

最大値

援事業所の精神保健福祉士が参加したカンファ

レンスは平均

象事例数は

 

表

ンファレンスの参加者・対象事例数（平成

度一年間）

 

平成

カンファレンスに出席した回数は，平均

小値

神科医療機関からの退院のカンファレンスへの

出席回数は，平均

った

 

表

参加（平成

 

精神障害者がかかわるケースの依頼があった

時に，断ったことがある事業所は

た。その理由は，「利用者の希望に沿えない」（自

合も含めて回答

地域包括支援センターが開催・参加したカンフ

ァレンスの参加者・対象事例数について尋ねた結

果を，表 4 に示した。病院・診療所の精神保健福

祉士の参加したカンフ

0，最大値 9）回，対象事例数は

最大値 6）件であった。障害福祉に関する相談支

援事業所の精神保健福祉士が参加したカンファ

レンスは平均 2.0

象事例数は 1.3（最小値

表 4 地域包括支援センターが開催・参加したカ

ンファレンスの参加者・対象事例数（平成

度一年間） 

平成 24 年度一年間で，医療機関からの退院時

カンファレンスに出席した回数は，平均

小値 0，最大値

神科医療機関からの退院のカンファレンスへの

出席回数は，平均

った（表 5）。 

表 5 医療機関からの退院時カンファレンスへの

参加（平成 24

精神障害者がかかわるケースの依頼があった

時に，断ったことがある事業所は

た。その理由は，「利用者の希望に沿えない」（自

合も含めて回答を求めた）。

地域包括支援センターが開催・参加したカンフ

ァレンスの参加者・対象事例数について尋ねた結

示した。病院・診療所の精神保健福

祉士の参加したカンファレンスは平均

）回，対象事例数は

）件であった。障害福祉に関する相談支

援事業所の精神保健福祉士が参加したカンファ

2.0（最小値

1.3（最小値 0，最大値

地域包括支援センターが開催・参加したカ

ンファレンスの参加者・対象事例数（平成

年度一年間で，医療機関からの退院時

カンファレンスに出席した回数は，平均

，最大値 667）回であった。そのうち，精

神科医療機関からの退院のカンファレンスへの

出席回数は，平均 1.3（最小値

 

医療機関からの退院時カンファレンスへの

24 年度一年間）

精神障害者がかかわるケースの依頼があった

時に，断ったことがある事業所は

た。その理由は，「利用者の希望に沿えない」（自

を求めた）。 

地域包括支援センターが開催・参加したカンフ

ァレンスの参加者・対象事例数について尋ねた結

示した。病院・診療所の精神保健福

ァレンスは平均

）回，対象事例数は 1.4（最小値

）件であった。障害福祉に関する相談支

援事業所の精神保健福祉士が参加したカンファ

（最小値 0，最大値

，最大値 8）件であった

地域包括支援センターが開催・参加したカ

ンファレンスの参加者・対象事例数（平成

年度一年間で，医療機関からの退院時

カンファレンスに出席した回数は，平均

）回であった。そのうち，精

神科医療機関からの退院のカンファレンスへの

（最小値 0，最大値

医療機関からの退院時カンファレンスへの

年度一年間） 

精神障害者がかかわるケースの依頼があった

時に，断ったことがある事業所は 1事業所であっ

た。その理由は，「利用者の希望に沿えない」（自

地域包括支援センターが開催・参加したカンフ

ァレンスの参加者・対象事例数について尋ねた結

示した。病院・診療所の精神保健福

ァレンスは平均 1.5（最小

（最小値 0，

）件であった。障害福祉に関する相談支

援事業所の精神保健福祉士が参加したカンファ

，最大値 17）回，対

）件であった。

地域包括支援センターが開催・参加したカ

ンファレンスの参加者・対象事例数（平成 24 年

年度一年間で，医療機関からの退院時

カンファレンスに出席した回数は，平均 34.7（最

）回であった。そのうち，精

神科医療機関からの退院のカンファレンスへの

，最大値 8）であ

医療機関からの退院時カンファレンスへの

精神障害者がかかわるケースの依頼があった

事業所であっ

た。その理由は，「利用者の希望に沿えない」（自

地域包括支援センターが開催・参加したカンフ

ァレンスの参加者・対象事例数について尋ねた結

示した。病院・診療所の精神保健福

（最小

，

）件であった。障害福祉に関する相談支

援事業所の精神保健福祉士が参加したカンファ

）回，対

。 

地域包括支援センターが開催・参加したカ

年

 

年度一年間で，医療機関からの退院時

（最

）回であった。そのうち，精

神科医療機関からの退院のカンファレンスへの

）であ

医療機関からの退院時カンファレンスへの

 

精神障害者がかかわるケースの依頼があった

事業所であっ

た。その理由は，「利用者の希望に沿えない」（自



 

由記述“他のサービス利用を勧める。介護保険

⇒障害者自立支援

 

⑤連携の状況

 精神疾患の困難事例での連携状況（

では，調査票に

情報連携可算」な

なく，支援の

ル・FAX などによって交わすこと全般を指します」

との注をつけた

ないと回答（

に近い 2 つの評定

を求めた場合は同様に扱う。

福祉相談支援事業

31％，行政の保健師

図 2

 

 精神保健福祉士の業務内容を知っているか尋

ねたところ，

3）。 

図 3 

 

平成 24

た事例数について尋ねたと

った。平成

所が 23％を占めていた。

 

由記述“他のサービス利用を勧める。介護保険

⇒障害者自立支援法へ”）であった。

状況 

精神疾患の困難事例での連携状況（

では，調査票に，「ここでいう連携とは，

情報連携可算」など加算対象とするものだけでは

支援のための情報のやり取りを対面・メー

などによって交わすこと全般を指します」

との注をつけた）を，

ないと回答（5 件法での回答で，「

つの評定の合計。以下，

を求めた場合は同様に扱う。

福祉相談支援事業所 38

，行政の保健師 19

2 精神疾患の困難事例での連携

精神保健福祉士の業務内容を知っているか尋

ねたところ，13％が知らないと

 精神保健福祉士の業務内容理解

24 年度一年間で精神保健福祉士と連携し

た事例数について尋ねたと

成 24 年中に一件も

を占めていた。

由記述“他のサービス利用を勧める。介護保険

へ”）であった。

精神疾患の困難事例での連携状況（

，「ここでいう連携とは，

ど加算対象とするものだけでは

ための情報のやり取りを対面・メー

などによって交わすこと全般を指します」

を，図 2 に示した。連携してい

件法での回答で，「全くしていない

の合計。以下，

を求めた場合は同様に扱う。）した割合は，

38％，精神科病院・診療所

19％となっていた。

精神疾患の困難事例での連携

精神保健福祉士の業務内容を知っているか尋
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24 年度一年間）

精神障害者がかかわるケースの依頼があった

，断ったことがある事業所は

 

精神疾患の困難事例での連携状況を，

連携していない割合が最も高いのは

福祉相談支援事業所（72％）で，

％），精神科病院・診療所（

精神疾患の困難事例での連携

精神保健福祉士の業務内容を知っているか尋

ねたところ，知らないとの回答

図 13）。 

精神保健福祉士の業務内容理解

年度一年間で，医療機関からの退院時

カンファレンスに出席した回数は，平均

）回であった。そのうち，精

神科医療機関からの退院のカンファレンスへの

（最小値 0，最大値

医療機関からの退院時カンファレンスへの

年度一年間） 

精神障害者がかかわるケースの依頼があった

，断ったことがある事業所は 7 事業所であった。

例での連携状況を，

連携していない割合が最も高いのは

％）で，行政の保健師

％），精神科病院・診療所（48％）と続いて

精神疾患の困難事例での連携

精神保健福祉士の業務内容を知っているか尋

との回答が 51％を

精神保健福祉士の業務内容理解

年度一年間で，医療機関からの退院時

カンファレンスに出席した回数は，平均 11.9（最

）回であった。そのうち，精

神科医療機関からの退院のカンファレンスへの

，最大値 10）で

医療機関からの退院時カンファレンスへの

 
精神障害者がかかわるケースの依頼があった

事業所であった。

例での連携状況を，図 12 に

連携していない割合が最も高いのは障害

行政の保健師

％）と続いて

精神疾患の困難事例での連携 

精神保健福祉士の業務内容を知っているか尋

％を占める結

精神保健福祉士の業務内容理解 

年度一年間で，医療機関からの退院時

（最

）回であった。そのうち，精

神科医療機関からの退院のカンファレンスへの

）で

医療機関からの退院時カンファレンスへの

 
精神障害者がかかわるケースの依頼があった

事業所であった。 

に

障害

行政の保健師

％）と続いて

 

精神保健福祉士の業務内容を知っているか尋

結

 



 

平成 24

た事例数について尋ねたと

なった。平

業所が 67％

 

図 14 

 

⑥連携の課題

 関係機関との連携に課題があるか尋ねたとこ

ろ，図 15

榜の医療機関との連携に関しては，

が「課題あり」と回答していた。

ーマルサー

内科標榜の医療機関が多い

図

 

⑦希望する報酬・制度

 希望する報酬・制度に

護保険制度に

回答結果を

家族からの電話相談に対する介護報酬

包括支援センターへの精神保健福祉士の配置」

24 年度一年間で精神保健福祉士と連携し

た事例数について尋ねたと

なった。平成 24 年中に一件も連携

％を占めていた。

 精神保健福祉士と連携した事例数

（平成 24

課題 

関係機関との連携に課題があるか尋ねたとこ

15 の結果となった。精神科・診療内科標

榜の医療機関との連携に関しては，

が「課題あり」と回答していた。

ーマルサービス（75％）

内科標榜の医療機関が多い

図 15 関係機関との連携の課題

希望する報酬・制度

希望する報酬・制度に

護保険制度に対する希望を尋ねた

を図 16 に示し

家族からの電話相談に対する介護報酬

包括支援センターへの精神保健福祉士の配置」

度一年間で精神保健福祉士と連携し

た事例数について尋ねたところ，図

年中に一件も連携

を占めていた。 

精神保健福祉士と連携した事例数

24 年度一年間）

関係機関との連携に課題があるか尋ねたとこ

果となった。精神科・診療内科標

榜の医療機関との連携に関しては，

が「課題あり」と回答していた。地域のインフォ

％）に次いで，

内科標榜の医療機関が多いという結果であった。

関係機関との連携の課題

希望する報酬・制度 

希望する報酬・制度については，介護報酬や介

対する希望を尋ねた

に示した。「精神障害の利用者・

家族からの電話相談に対する介護報酬

包括支援センターへの精神保健福祉士の配置」

度一年間で精神保健福祉士と連携し

ころ，図 14 の結果と

年中に一件も連携事例のない事

精神保健福祉士と連携した事例数 

年度一年間） 

関係機関との連携に課題があるか尋ねたとこ

果となった。精神科・診療内科標

榜の医療機関との連携に関しては，68％の事業所

地域のインフォ

で，精神科・心療

という結果であった。

関係機関との連携の課題 

は，介護報酬や介

対する希望を尋ねた質問項目への

「精神障害の利用者・

家族からの電話相談に対する介護報酬」と「地域

包括支援センターへの精神保健福祉士の配置」

8 

度一年間で精神保健福祉士と連携し

の結果と

事例のない事

 

 

関係機関との連携に課題があるか尋ねたとこ

果となった。精神科・診療内科標

の事業所

地域のインフォ

精神科・心療

という結果であった。 

 

は，介護報酬や介

質問項目への

「精神障害の利用者・

「地域

包括支援センターへの精神保健福祉士の配置」は，

いずれも

スに関する（他職種を交えた）カンファレンス・

コンサルテーションの実施（精神科医療機関の参

加による）に対する介護報酬

と回答

 

診療報酬における医療機関の評価

望を尋ねた

た。

援事業所が開催するカンファレンスに精神保健

福祉士が参加した時に，

報酬が算定される仕組み

 

 

行政の取り組み

目への回答結果

への精神保健福祉士の配置

健センター・保健所への精神保健福祉士の配置

は 53

いずれも 54％が希望

スに関する（他職種を交えた）カンファレンス・

コンサルテーションの実施（精神科医療機関の参

加による）に対する介護報酬

と回答していた

図 16 介護報酬や介護保険制度への要望

診療報酬における医療機関の評価

望を尋ねた質問項目への

た。最も多く希望が出されたのは，「

援事業所が開催するカンファレンスに精神保健

福祉士が参加した時に，

報酬が算定される仕組み

 

図 17 診療報酬における医療機関の評価

行政の取り組み

目への回答結果

への精神保健福祉士の配置

健センター・保健所への精神保健福祉士の配置

53％が，希望すると回答していた。

％が希望すると回答

スに関する（他職種を交えた）カンファレンス・

コンサルテーションの実施（精神科医療機関の参

加による）に対する介護報酬

していた。 

介護報酬や介護保険制度への要望

診療報酬における医療機関の評価

質問項目への回答結果を

最も多く希望が出されたのは，「

援事業所が開催するカンファレンスに精神保健

福祉士が参加した時に，所属する医療機関に診療

報酬が算定される仕組み」（

診療報酬における医療機関の評価

への要望

行政の取り組みに対する希望を尋ねた

目への回答結果を図 18 に示し

への精神保健福祉士の配置

健センター・保健所への精神保健福祉士の配置

％が，希望すると回答していた。

すると回答していた。「

スに関する（他職種を交えた）カンファレンス・

コンサルテーションの実施（精神科医療機関の参

加による）に対する介護報酬」も 50％が希望

介護報酬や介護保険制度への要望

診療報酬における医療機関の評価

回答結果を図

最も多く希望が出されたのは，「

援事業所が開催するカンファレンスに精神保健

所属する医療機関に診療

」（29％）であった。

診療報酬における医療機関の評価

要望 

対する希望を尋ねた

に示した。「市町村担当課

への精神保健福祉士の配置」は 54％，「

健センター・保健所への精神保健福祉士の配置

％が，希望すると回答していた。

していた。「ケー

スに関する（他職種を交えた）カンファレンス・

コンサルテーションの実施（精神科医療機関の参

％が希望する

介護報酬や介護保険制度への要望 

診療報酬における医療機関の評価に対する希

図 17 に示し

最も多く希望が出されたのは，「居宅介護支

援事業所が開催するカンファレンスに精神保健

所属する医療機関に診療

％）であった。 

診療報酬における医療機関の評価 

対する希望を尋ねた質問項

市町村担当課

，「市町村保

健センター・保健所への精神保健福祉士の配置」

％が，希望すると回答していた。 

ケー

スに関する（他職種を交えた）カンファレンス・

コンサルテーションの実施（精神科医療機関の参

する

 

対する希

に示し

居宅介護支

援事業所が開催するカンファレンスに精神保健

所属する医療機関に診療

 

質問項

市町村担当課

市町村保

」



 

図 18

 

 

２．第二次調査の結果

（１）地域包括支援センターを対象とした第二

調査の結果

①精神科医療機関との連携の課題

 精神科医療機関との連携

たところ，

あると回答した割合が

った。最も

ら精神科医療機関につなぐことができない」で，

91％に達した。次に高いのが，「病状等の情報を

問い合わせても情

がある」と「利用者の受診を促進する際

うに進めればよいかわからない」であった（いず

れも 59％）。「サービス担当者会議に

えないことがある」も

していた。

図 19 

 

②精神障害者の福祉サービス事業者との連携の

課題 

 精神障害者の福祉サービス事業者との連携の

課題について尋ねたとこ

18 行政の取り組みに対する要望

第二次調査の結果

（１）地域包括支援センターを対象とした第二

調査の結果 

精神科医療機関との連携の課題

精神科医療機関との連携

ろ，図 19 の結果

と回答した割合が

最も高いのは「本人の否認・病識のなさか

ら精神科医療機関につなぐことができない」で，

％に達した。次に高いのが，「病状等の情報を

問い合わせても情報を提供してもらえないこと

がある」と「利用者の受診を促進する際

うに進めればよいかわからない」であった（いず

％）。「サービス担当者会議に

えないことがある」も

していた。 

 精神科医療機関との連携の課題

精神障害者の福祉サービス事業者との連携の

精神障害者の福祉サービス事業者との連携の

について尋ねたとこ

行政の取り組みに対する要望

第二次調査の結果 

（１）地域包括支援センターを対象とした第二

精神科医療機関との連携の課題 

精神科医療機関との連携に課題

果となった。

と回答した割合が50％を超えた項目が

高いのは「本人の否認・病識のなさか

ら精神科医療機関につなぐことができない」で，

％に達した。次に高いのが，「病状等の情報を

報を提供してもらえないこと

がある」と「利用者の受診を促進する際

うに進めればよいかわからない」であった（いず

％）。「サービス担当者会議に

えないことがある」も，52％が当てはまる

精神科医療機関との連携の課題

精神障害者の福祉サービス事業者との連携の

精神障害者の福祉サービス事業者との連携の

について尋ねたところ，図 20

行政の取り組みに対する要望 

（１）地域包括支援センターを対象とした第二

 

課題があるか尋ね

となった。連携に課題が

％を超えた項目が4点あ

高いのは「本人の否認・病識のなさか

ら精神科医療機関につなぐことができない」で，

％に達した。次に高いのが，「病状等の情報を

報を提供してもらえないこと

がある」と「利用者の受診を促進する際，どのよ

うに進めればよいかわからない」であった（いず

％）。「サービス担当者会議に参加してもら

当てはまると回答

精神科医療機関との連携の課題 

精神障害者の福祉サービス事業者との連携の

精神障害者の福祉サービス事業者との連携の

20 の結果となっ

9 

 

（１）地域包括支援センターを対象とした第二次

尋ね

連携に課題が

点あ

高いのは「本人の否認・病識のなさか

ら精神科医療機関につなぐことができない」で，

％に達した。次に高いのが，「病状等の情報を

報を提供してもらえないこと

どのよ

うに進めればよいかわからない」であった（いず

参加してもら

回答

 
 

精神障害者の福祉サービス事業者との連携の

精神障害者の福祉サービス事業者との連携の

となっ

た。

えた項目が

上は介護保険優先ということから，

分でない

神障害者が利用できる福祉サービス事業者が少

ない，

いことから福祉サービス事業者につなぐことが

できない

と回答していた。

 

③精神保健福祉士との連携の課題

 精神保健福祉士との連携の課題

たとこ

希望しないことから精神保健福祉士につなぐこ

とができない

いた。

 

 

た。連携に課題がある

えた項目が 3 点あった。

上は介護保険優先ということから，

分でない」で，

神障害者が利用できる福祉サービス事業者が少

ない，対応数が少ない

いことから福祉サービス事業者につなぐことが

できない」で，いずれも

と回答していた。

図 20 精神障害者の福祉サービス事業者

精神保健福祉士との連携の課題

精神保健福祉士との連携の課題

たところ，図 21

希望しないことから精神保健福祉士につなぐこ

とができない」

いた。 

図 21 精神

連携に課題があると回答した割合が

点あった。最も高いのは

上は介護保険優先ということから，

」で，73％に達した。次に高いのが，「

神障害者が利用できる福祉サービス事業者が少

対応数が少ない」，「

いことから福祉サービス事業者につなぐことが

」で，いずれも 59

と回答していた。 

精神障害者の福祉サービス事業者

との連携の課題

精神保健福祉士との連携の課題

精神保健福祉士との連携の課題

21 の結果となった。

希望しないことから精神保健福祉士につなぐこ

」に当てはまると回答した人が

精神保健福祉士

と回答した割合が

最も高いのは

上は介護保険優先ということから，かかわりが十

％に達した。次に高いのが，「

神障害者が利用できる福祉サービス事業者が少

，「本人が利用を希望しな

いことから福祉サービス事業者につなぐことが

59％が連携に課題がある

精神障害者の福祉サービス事業者

との連携の課題 

精神保健福祉士との連携の課題 

精神保健福祉士との連携の課題について尋ね

となった。「本人が利用を

希望しないことから精神保健福祉士につなぐこ

に当てはまると回答した人が

保健福祉士との連携の課題

と回答した割合が 50％を超

最も高いのは，「65 歳以

かかわりが十

％に達した。次に高いのが，「精

神障害者が利用できる福祉サービス事業者が少

本人が利用を希望しな

いことから福祉サービス事業者につなぐことが

連携に課題がある

精神障害者の福祉サービス事業者 

について尋ね

本人が利用を

希望しないことから精神保健福祉士につなぐこ

に当てはまると回答した人が 50％

との連携の課題 

％を超

歳以

かかわりが十

精

神障害者が利用できる福祉サービス事業者が少

本人が利用を希望しな

いことから福祉サービス事業者につなぐことが

連携に課題がある

 

について尋ね

本人が利用を

希望しないことから精神保健福祉士につなぐこ

％

 



 

④精神保健福祉にかかわる機関・職種との連携

課題が生じる段階

 「精神保健福祉にかかわる機関・職種との連携

について，

ますか」と尋ねたとこ

なった。質問項目に挙げた全ての段階で，

あると回答

課題がある

題の解決のために精神保健福祉にかかわる機

関・職種に協力の打診をする段階

決のために精神保健福祉にかかわる機関・職種に

協力を求めようと考える段階

に達した。

わる機関・職種との間で役割と責任を確認する段

階」で，75％が連携に課題があると回答していた。

図 22 精神保健福祉にかかわる機関・職種

との連携に課題が生じる段階

 

⑤精神保健福祉にかかわる機関・職種との連携を

促進する方策

 「精神保健福祉にかかわる機関・職種との連携

を促進する方策について，

果的だとお考えですか」と尋ねたとこ

に示した結

項目で，効果的と回答

た。効果的

神保健福祉にかかわる機関・職種が必要な時にす

ぐに対応する

関・職種と介護支援専門員がお互いに交流を深め

る」で，いずれも

精神保健福祉にかかわる機関・職種との連携

課題が生じる段階 

精神保健福祉にかかわる機関・職種との連携

について，次の各段階にはどの程度の課題があり

」と尋ねたとこ

なった。質問項目に挙げた全ての段階で，

と回答した割合が

課題があると回答した割合が最も高いのは

題の解決のために精神保健福祉にかかわる機

関・職種に協力の打診をする段階

決のために精神保健福祉にかかわる機関・職種に

協力を求めようと考える段階

に達した。次に高いのが，「

わる機関・職種との間で役割と責任を確認する段

％が連携に課題があると回答していた。

精神保健福祉にかかわる機関・職種

との連携に課題が生じる段階

精神保健福祉にかかわる機関・職種との連携を

促進する方策 

精神保健福祉にかかわる機関・職種との連携

促進する方策について，

果的だとお考えですか」と尋ねたとこ

結果となった。質問項目に挙げた全ての

項目で，効果的と回答した割合が

た。効果的と回答した割合が最も高いのは

神保健福祉にかかわる機関・職種が必要な時にす

ぐに対応する」と「精神保健福祉にかかわる機

関・職種と介護支援専門員がお互いに交流を深め

いずれも 95％に達した。

精神保健福祉にかかわる機関・職種との連携

精神保健福祉にかかわる機関・職種との連携

次の各段階にはどの程度の課題があり

」と尋ねたところ，図 22 に

なった。質問項目に挙げた全ての段階で，

した割合が 50％を超え

と回答した割合が最も高いのは

題の解決のために精神保健福祉にかかわる機

関・職種に協力の打診をする段階」

決のために精神保健福祉にかかわる機関・職種に

協力を求めようと考える段階」で，

次に高いのが，「精神保健福祉にかか

わる機関・職種との間で役割と責任を確認する段

％が連携に課題があると回答していた。

精神保健福祉にかかわる機関・職種

との連携に課題が生じる段階

精神保健福祉にかかわる機関・職種との連携を

精神保健福祉にかかわる機関・職種との連携

促進する方策について，次の方策はどの程度効

果的だとお考えですか」と尋ねたとこ

果となった。質問項目に挙げた全ての

した割合が 50

と回答した割合が最も高いのは

神保健福祉にかかわる機関・職種が必要な時にす

精神保健福祉にかかわる機

関・職種と介護支援専門員がお互いに交流を深め

％に達した。

精神保健福祉にかかわる機関・職種との連携

精神保健福祉にかかわる機関・職種との連携

次の各段階にはどの程度の課題があり

に示した結果と

なった。質問項目に挙げた全ての段階で，課題が

％を超えていた。連携に

と回答した割合が最も高いのは，「

題の解決のために精神保健福祉にかかわる機

」と「課題の解

決のために精神保健福祉にかかわる機関・職種に

で，いずれも 76

精神保健福祉にかか

わる機関・職種との間で役割と責任を確認する段

％が連携に課題があると回答していた。

精神保健福祉にかかわる機関・職種

との連携に課題が生じる段階 

精神保健福祉にかかわる機関・職種との連携を

精神保健福祉にかかわる機関・職種との連携

次の方策はどの程度効

果的だとお考えですか」と尋ねたところ，図

果となった。質問項目に挙げた全ての

50％を超えてい

と回答した割合が最も高いのは，「

神保健福祉にかかわる機関・職種が必要な時にす

精神保健福祉にかかわる機

関・職種と介護支援専門員がお互いに交流を深め

％に達した。次に高いのが，
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精神保健福祉にかかわる機関・職種との連携に

精神保健福祉にかかわる機関・職種との連携

次の各段階にはどの程度の課題があり

果と

課題が

。連携に

「課

題の解決のために精神保健福祉にかかわる機

課題の解

決のために精神保健福祉にかかわる機関・職種に

76％

精神保健福祉にかか

わる機関・職種との間で役割と責任を確認する段

％が連携に課題があると回答していた。 

 

精神保健福祉にかかわる機関・職種 

精神保健福祉にかかわる機関・職種との連携を

精神保健福祉にかかわる機関・職種との連携

次の方策はどの程度効

，図 23

果となった。質問項目に挙げた全ての

てい

「精

神保健福祉にかかわる機関・職種が必要な時にす

精神保健福祉にかかわる機

関・職種と介護支援専門員がお互いに交流を深め

次に高いのが，

「相互にケースの相談をして連携の必要性に対

する意識を高める

機関・職種と介護支援専門員が連

機会を作る

ていた。

図

 

⑥精神保健福祉にかかわる機関とのパイプ役と

しての

 「

精神科医療機関をはじめとする精神保健福祉に

かかわ

したら，

90％が

図

役としての精神保健福祉士を使ってみたいか

 

⑦精神保健福祉士や精神保健福祉にかかわる機

関との連携を図るツール

 「

関との連携を図るた

相互にケースの相談をして連携の必要性に対

する意識を高める

機関・職種と介護支援専門員が連

機会を作る」で，いずれも

ていた。 

図 23 精神保健福祉にかかわる機関・職種

との連携を促進する方策

⑥精神保健福祉にかかわる機関とのパイプ役と

しての精神保健福祉士を使ってみたいか

「精神保健福祉士が，

精神科医療機関をはじめとする精神保健福祉に

かかわる機関との連携を図るパイプ役になると

したら，使ってみたいですか」と尋ね

％が使ってみたいと回答していた

図 24 精神保健福祉にかかわる機関とのパイプ

役としての精神保健福祉士を使ってみたいか

⑦精神保健福祉士や精神保健福祉にかかわる機

関との連携を図るツール

「精神保健福祉士

関との連携を図るた

相互にケースの相談をして連携の必要性に対

する意識を高める」と「精神保健福祉にかかわる

機関・職種と介護支援専門員が連

」で，いずれも

精神保健福祉にかかわる機関・職種

との連携を促進する方策

⑥精神保健福祉にかかわる機関とのパイプ役と

精神保健福祉士を使ってみたいか

精神保健福祉士が，地域包括支援センターと

精神科医療機関をはじめとする精神保健福祉に

る機関との連携を図るパイプ役になると

使ってみたいですか」と尋ね

使ってみたいと回答していた

精神保健福祉にかかわる機関とのパイプ

役としての精神保健福祉士を使ってみたいか

⑦精神保健福祉士や精神保健福祉にかかわる機

関との連携を図るツールを使ってみたいか

精神保健福祉士や精神保健福祉にかかわる機

関との連携を図るためのツールがあれば，使って

相互にケースの相談をして連携の必要性に対

精神保健福祉にかかわる

機関・職種と介護支援専門員が連携について学ぶ

」で，いずれも 91％が効果的と回答し

精神保健福祉にかかわる機関・職種

との連携を促進する方策 

⑥精神保健福祉にかかわる機関とのパイプ役と

精神保健福祉士を使ってみたいか

地域包括支援センターと

精神科医療機関をはじめとする精神保健福祉に

る機関との連携を図るパイプ役になると

使ってみたいですか」と尋ね

使ってみたいと回答していた（

精神保健福祉にかかわる機関とのパイプ

役としての精神保健福祉士を使ってみたいか

⑦精神保健福祉士や精神保健福祉にかかわる機

を使ってみたいか

や精神保健福祉にかかわる機

めのツールがあれば，使って

相互にケースの相談をして連携の必要性に対

精神保健福祉にかかわる

携について学ぶ

％が効果的と回答し

精神保健福祉にかかわる機関・職種 

 

⑥精神保健福祉にかかわる機関とのパイプ役と

精神保健福祉士を使ってみたいか 

地域包括支援センターと

精神科医療機関をはじめとする精神保健福祉に

る機関との連携を図るパイプ役になると

使ってみたいですか」と尋ねたところ，

（図 24）。 

 

精神保健福祉にかかわる機関とのパイプ

役としての精神保健福祉士を使ってみたいか 

⑦精神保健福祉士や精神保健福祉にかかわる機

を使ってみたいか 

や精神保健福祉にかかわる機

めのツールがあれば，使って

相互にケースの相談をして連携の必要性に対

精神保健福祉にかかわる

携について学ぶ

％が効果的と回答し

 

⑥精神保健福祉にかかわる機関とのパイプ役と

地域包括支援センターと

精神科医療機関をはじめとする精神保健福祉に

る機関との連携を図るパイプ役になると

たところ，

 

⑦精神保健福祉士や精神保健福祉にかかわる機

や精神保健福祉にかかわる機

めのツールがあれば，使って



 

みたいですか」と尋ねたところ，

たいと回答していた

図 25 精神保健福祉士や精神保健福祉にかかわ

る機関との連携を図るツールを使ってみたいか

 

⑧精神保健福祉士との連携を図るための研修を

企画した場合に

 「精神保健福祉士との連携を図るための研修を

企画した場合，

ろ，95％が

図 26 精神保健福祉士との連携を図るための研

修を企画した場合に参加したいか

 

⑨地域包括支援センターへの精神保健福祉士配

置希望 

 「地域包括支援センターへの精神保健福祉士配

置を希望しますか

すると回答してい

みたいですか」と尋ねたところ，

たいと回答していた（図

精神保健福祉士や精神保健福祉にかかわ

る機関との連携を図るツールを使ってみたいか

⑧精神保健福祉士との連携を図るための研修を

企画した場合に参加したい

精神保健福祉士との連携を図るための研修を

企画した場合，参加したい

％が参加したい

精神保健福祉士との連携を図るための研

修を企画した場合に参加したいか

⑨地域包括支援センターへの精神保健福祉士配

「地域包括支援センターへの精神保健福祉士配

置を希望しますか」と尋ねたところ，

と回答していた（図

みたいですか」と尋ねたところ，95

（図 25）。 

精神保健福祉士や精神保健福祉にかかわ

る機関との連携を図るツールを使ってみたいか

⑧精神保健福祉士との連携を図るための研修を

参加したいか 

精神保健福祉士との連携を図るための研修を

参加したいですか」と尋ねたとこ

参加したいと回答していた

精神保健福祉士との連携を図るための研

修を企画した場合に参加したいか

⑨地域包括支援センターへの精神保健福祉士配

「地域包括支援センターへの精神保健福祉士配

」と尋ねたところ，

た（図 27）。 

95％が使ってみ

精神保健福祉士や精神保健福祉にかかわ

る機関との連携を図るツールを使ってみたいか

⑧精神保健福祉士との連携を図るための研修を

精神保健福祉士との連携を図るための研修を

ですか」と尋ねたとこ

と回答していた（図 26

精神保健福祉士との連携を図るための研

修を企画した場合に参加したいか 

⑨地域包括支援センターへの精神保健福祉士配

「地域包括支援センターへの精神保健福祉士配

」と尋ねたところ，76％が希望
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％が使ってみ

 
精神保健福祉士や精神保健福祉にかかわ

る機関との連携を図るツールを使ってみたいか 

⑧精神保健福祉士との連携を図るための研修を

精神保健福祉士との連携を図るための研修を

ですか」と尋ねたとこ

6）。 

 
精神保健福祉士との連携を図るための研

⑨地域包括支援センターへの精神保健福祉士配

「地域包括支援センターへの精神保健福祉士配

希望

 

 

（２）

査の結果

①精神科医療機関との連携の課題

 精神科医療機関との連携に課題があるか尋ね

たとこ

ある

った。最も高いのは

から精神科医療機関につなぐことができない

（65

ように進めればよいかわからない

いていた。

 

②精神障害者の福祉サービス事業者との連携の

課題

 精神障害者の福祉サービス事業者との連携の

課題

た。連携に課題があると

図 27 

精神保健福祉士配置希望

（２）居宅介護支援事業所

査の結果 

精神科医療機関との連携の課題

精神科医療機関との連携に課題があるか尋ね

たところ，図 28

あると回答した割合が

った。最も高いのは

から精神科医療機関につなぐことができない

65％）で，「

ように進めればよいかわからない

いていた。 

図 28 精神科医療機関との連携の課題

精神障害者の福祉サービス事業者との連携の

課題 

精神障害者の福祉サービス事業者との連携の

課題について尋ねたとこ

た。連携に課題があると

 地域包括支援センターへの

精神保健福祉士配置希望

居宅介護支援事業所

精神科医療機関との連携の課題

精神科医療機関との連携に課題があるか尋ね

28 の結果となった。

した割合が50％を超えた項目が

った。最も高いのは，「本人の否認・病識のなさ

から精神科医療機関につなぐことができない

）で，「利用者の受診を促進する際，

ように進めればよいかわからない

精神科医療機関との連携の課題

精神障害者の福祉サービス事業者との連携の

精神障害者の福祉サービス事業者との連携の

について尋ねたところ，

た。連携に課題があると回答

地域包括支援センターへの

精神保健福祉士配置希望 

居宅介護支援事業所を対象とした第二次調

精神科医療機関との連携の課題 

精神科医療機関との連携に課題があるか尋ね

果となった。連携に課題が

％を超えた項目が

本人の否認・病識のなさ

から精神科医療機関につなぐことができない

利用者の受診を促進する際，

ように進めればよいかわからない」（

精神科医療機関との連携の課題

精神障害者の福祉サービス事業者との連携の

精神障害者の福祉サービス事業者との連携の

ろ，図 29 の結

回答した割合が

 
地域包括支援センターへの 

 

を対象とした第二次調
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D．考察 

平成 25 年度は，平成

のレビューと先駆的取組地域の聴き取り調査）に

もとづいて，石川県と広島県の地域包括支援セン

ター及び居宅介護支援事業所

を実施した。第一次調査では，地域包括支援セン

ター56 件（回収率

405 件（回収率

次調査の結果から，要介護者等もしくはその同居

親族などに精神疾患がみられる事例は少なくな
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祉士等との連携を円滑に図るための研修プログ

ラムの開発とその実施に取り組む予定である。
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ム構築においてその要とも言える介護支援専門

員が精神科医療との連携を要するケースを抱え

ながらも適切にその連携を図れておらず苦慮し

ている実態を把握すること
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科医療と適切な連携を図ることを可能とする方

策を求めており，その解決策の一つとして本研究

事業で研修プログラムを開発することは意義あ

ることであることが確認できた。
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援事業者等と連携することを求められている。そ

の連携を効果的に進めていくうえでも，平成
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発を行っていく。
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回日本精神保健福祉士学会学術集会（石川県・

金沢エクセルホテル東急），2013 年 6 月 15 日． 

金子努・越智あゆみ・田中聡子・松宮透高・木太

直人・増本由美子「精神保健福祉士の活動評価

及び介入方法の開発と普及に関する研究介護

班の調査結果」第 13 回ケアマネジメント広島
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